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令和４(2022)年
６月21日(火)
第314号

令和４（2022）年６月21日　火曜日

告 示
栃木県告示第335号
　次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定に
より告示する。
　　令和４（2022）年６月21日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　保安林予定森林の所在場所
那須郡那珂川町大山田下郷字金坪3302-１

２　指定の目的
水源の涵

かん

養
よう

３　指定施業要件
⑴　立木の伐採の方法
ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で
定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種
次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を栃木県庁及び那珂川町役場に備え置いて縦覧に供する。）
（森林整備課）　

───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第336号
　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により令和４（2022）年４月１日付けで次
のとおり母子福祉資金及び父子福祉資金並びに寡婦福祉資金の貸付金に係る未収金の徴収事務を委託したの
で、同条第２項の規定により告示する。
　　令和４（2022）年６月21日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
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１　委託事務の内容
　母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第13条（同法第31条の６及び第32条において準
用する場合を含む。）の規定による貸付金に係る未収金の徴収事務
２　委託を受けた者の主たる事務所の所在地及び名称
⑴　主たる事務所の所在地
東京都港区芝浦三丁目16番20号

⑵　名称
ニッテレ債権回収株式会社

３　委託期間
令和４（2022）年４月１日から令和５（2023）年３月31日まで

（こども政策課）　
───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第337号
　栃木県収入証紙条例（昭和25年栃木県条例第46号）第６条の規定により、栃木県収入証紙を売りさばく者と
して次の者を指定したので、同条例第14条の規定により公告する。
　　令和４（2022）年６月21日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

指 定 年 月 日 氏 名 又 は 名 称 売 り さ ば き 場 所

令和４（2022）年６月２日 大輪　潤一郎 小山市大字黒本127-１
ファミリーマート小山黒本店

（会計局会計管理課）　
───────────────────────────────────────────────

公 告
　　　○土地改良区役員の退就任
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、次のとおり土地改良区の役員について退
任及び就任の届出があったので、同条第18項の規定により公告する。
　　令和４（2022）年６月21日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

土 地
改 良 区 名 役職名 退 任 役 員

氏 名
就 任 役 員
氏 名 住 所 退 任

年 月 日
就 任
年 月 日

鹿 沼 市
土地改良区 理　事 片山　茂吉 鹿沼市上永野517-１

令 和 ４
（2022）.
３.31

〃 大森　泰文 　〃　下永野1107
令 和 ４
（2022）.
４.１

小 山 用 水
土地改良区 理　事 塚原　良一 小山市大字東黒田240

令 和 ４
（2022）.
３.28

〃 望月　和夫 　〃　東城南１-21-７
令 和 ４
（2022）.
３.31

〃 真瀬　忠雄 野木町大字丸林669-８ 〃

〃 山中　　滋 小山市大字塚崎604-１ 〃
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理　事 福田　洋一 福田　洋一 小山市大字羽川395-１
令 和 ４
（2022）.
３.31

令 和 ４
（2022）.
４.１

〃 神川　清一 神川　清一 　〃　大字出井20 〃 〃

〃 橋本　清吉 橋本　清吉 　〃　神鳥谷２-23-23 〃 〃

〃 髙谷　　博 髙谷　　博 　〃　大字雨ヶ谷603-１ 〃 〃

〃 小曽根一宏 小曽根一宏 　〃　大字南和泉495-３ 〃 〃

〃 本橋　信男 本橋　信男 　〃　大字鉢形467 〃 〃

〃 荒井　　勝 荒井　　勝 　〃　大字西黒田576 〃 〃

〃 寳示戸英夫 寳示戸英夫 野木町大字佐川野1414-１ 〃 〃

〃 平澤　益夫 平澤　益夫 　〃　大字友沼1312-１ 〃 〃

〃 山中　岩男 山中　岩男 小山市大字東野田2144 〃 〃

〃 岩﨑　勝行 岩﨑　勝行 野木町大字佐川野1342-１ 〃 〃

〃 松本　哲夫 小山市大字喜沢427 〃

〃 田村　弘行 　〃　大字西黒田468 〃

〃 篠﨑　政美 野木町大字中谷471 〃

〃 中田　洋之 小山市大字塚崎713 〃

監　事 星野　一明 　〃　大字出井715-10
令 和 ４
（2022）.
３.31

〃 中田　正美 　〃　大字塚崎703-１ 〃

〃 加藤　新吉 　〃　大字東野田2099 〃

〃 板子　博昭 　〃　大字羽川402-１
令 和 ４
（2022）.
４.１

〃 信末　和輝 　〃　大字東野田1134-１ 〃

〃 古田土紀子 　〃　大字羽川715-１ 〃

（農地整備課）　
───────────────────────────────────────────────
　　　○都市計画変更図書の写しの縦覧
　宇都宮市が都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第19条第１項の規定に
より令和４（2022）年６月１日に変更した、宇都宮都市計画下水道の関係図書の写しを同法第21条第２項にお
いて準用する同法第20条第２項の規定により、栃木県県土整備部都市計画課において縦覧に供する。
　　令和４（2022）年６月21日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
（都市計画課）　

───────────────────────────────────────────────

雑 報
　　　○栃木県市町村職員共済組合公告
　地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第22条第３項及び地方公務員等共済組合法施行規程（昭
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和37年総理府・文部省・自治省令第１号）第67条の２並びに栃木県市町村職員共済組合定款（昭和37年11月８
日認可）第５条の規定に基づき、令和３年度決算の要旨を公告する。
　　令和４（2022）年６月21日

栃木県市町村職員共済組合　　　　　
理事長　　星　　野　　光　　利　　

損益計算書の要旨  （単位：千円）

経 理 区 分 短 期 厚 生 年 金
保 険 退職等年金 経過的長期 退職等年金

預託金管理
経過的長期
預託金管理

収

入

負担金 5,248,823 14,369,117 751,671 101,160

掛金（組合員保険料） 5,242,857 9,161,455 751,663

連合会交付金等 512,518

利息及び配当金 17 11,924 7,199

その他の収入 276,946

前年度支払準備金 695,391

計 11,976,552 23,530,572 1,503,334 101,160 11,924 7,199

支

出

給付 4,760,075

役職員給与

厚生費

旅費・事務費

支払利息 11,924 7,199

前期高齢者納付金 2,989,704

後期高齢者支援金 2,267,468

病床転換支援金・退職者給付拠出金 78

介護納付金 1,155,411

連合会払込金・拠出金・分担金 624,373

掛金（組合員保険料）・負担金払込金 23,530,572 1,503,334 101,160

その他の支出 49,781

次年度支払準備金 731,610

計 12,578,500 23,530,572 1,503,334 101,160 11,924 7,199

差引当期利益金又は当期損失金（△） △ 601,948 0 0 0 0 0

 （単位：千円）

経 理 区 分 業 務 保 健 貯 金 貸 付 物 資

収

入

負担金 194,038 217,568

掛金（組合員保険料） 213,537

連合会交付金等 77,012 207

利息及び配当金 188 5 788,628

その他の収入 18 25,153 36,911

前年度支払準備金

計 271,256 431,110 788,628 25,360 36,911

支

給付

役職員給与 108,655 6,200 2,481 4,716 4,238

厚生費 75 375,092 13 12

旅費・事務費 14,818 783 1,318 1,127 598



（777）栃 木 県 公 報 第314号令和４（2022）年６月21日　火曜日

出

支払利息 621,931 11,923 1,140

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金

病床転換支援金・退職者給付拠出金

介護納付金

連合会払込金・拠出金・分担金 92,361 4,045

掛金（組合員保険料）・負担金払込金

その他の支出 61,005 28,678 538 1,001 4,965

次年度支払準備金

計 276,914 414,798 626,281 18,767 10,953

差引当期利益金又は当期損失金（△） △ 5,658 16,312 162,347 6,593 25,958

貸借対照表の要旨  （単位：千円）

経 理 区 分 短 期
厚 生 年 金
保 険

退職等年金 経過的長期
退職等年金
預託金管理

経過的長期
預託金管理

資

産

流動資産 1,448,187 1,416,543 95,036 647 34,248 7,242

固定資産 1,136,000 2,533,260

資 産 合 計 1,448,187 1,416,543 95,036 647 1,170,248 2,540,502

負

債

流動負債 67,333 1,416,543 95,036 647

固定負債 731,610 1,170,248 2,540,502

負 債 合 計 798,943 1,416,543 95,036 647 1,170,248 2,540,502

純
資
産

利益剰余金（欠損金） 649,244

純 資 産 合 計 649,244 0 0 0 0 0

負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,448,187 1,416,543 95,036 647 1,170,248 2,540,502

 （単位：千円）

経 理 区 分 業 務 保 健 貯 金 貸 付 物 資

資

産

流動資産 608,968 550,571 1,983,779 229,189 584,645

固定資産 9,352 297 53,383,602 1,930,050 259

資 産 合 計 618,320 550,868 55,367,381 2,159,239 584,904

負

債

流動負債 10,431 22,954 51,878,880 107 733

固定負債 122,729 5,589 923 1,159,276 80,652

負 債 合 計 133,160 28,543 51,879,803 1,159,383 81,385

純
資
産

利益剰余金（欠損金） 485,160 522,325 3,487,578 999,856 503,519

純 資 産 合 計 485,160 522,325 3,487,578 999,856 503,519

負 債 ・ 純 資 産 合 計 618,320 550,868 55,367,381 2,159,239 584,904

───────────────────────────────────────────────

調 達 等 公 告
　　　○入札公告（特定調達公告）
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　令和４（2022）年６月21日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　調達件名及び数量　　県立学校用マイクロソフトライセンス　一式
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⑵　調達物品等の特質等　入札説明書による。
⑶　ライセンス期間　　　令和４（2022）年９月１日から令和５（2023）年８月31日まで
⑷　納入場所　　　　　　栃木県教育委員会事務局施設課
２　入札に参加する者に必要な資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、以下に掲げる入札参加資格を有する
ものと決定された者であること。
大分類「N通信、情報処理」、小分類「２情報関連サービス」
大分類「A事務用機器」、小分類「１事務機」

⑶　入札参加申請日から開札日までの間において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等措置要領（平成22
（2010）年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。
⑷　「教育機関向け総合契約（EES）」を取り扱うことができるマイクロソフト社認定の「ライセンシング
ソリューションパートナー（LSP）」又は同等の資格を有しているパートナーであること。
⑸　１の⑴と同程度の納入実績を有する者であること。
３　入札の手続等
⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等
〒320-8501　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号　栃木県教育委員会事務局施設課財務担当
電話　028-623-3374

⑵　入札説明書の交付期間及び交付場所
　令和４（2022）年６月21日から同年７月20日まで、入札情報システム上で公開する。
　なお、来庁による交付の場合は、同期間（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から正午ま
で、午後１時から午後４時まで⑴の場所において交付する。
⑶　入札及び開札の日時及び場所
ア　入札書の提出期限
　令和４（2022）年８月９日（火）午後４時までに、電子入札システムにより提出すること。
　ただし、紙による入札参加の承諾を得た者（以下、「紙入札者」という。）にあっては、３の⑴の場所
に、郵送（書留郵便）により提出すること。郵送が困難な場合は、持参も認めるものとする。
イ　開札の日時及び場所
　令和４（2022）年８月10日（水）午前11時
　栃木県教育委員会事務局施設課（栃木県庁南別館４階）
　入札参加者の立会いは求めないものとする。なお、立会いを希望する場合は、開札日の前日までに３
の⑴に連絡し、代理人が立ち会う場合は委任状を持参すること。

⑷　入札方法　１の⑴の件名で、総価で入札に付する。
⑸　入札書の記載方法等
　落札決定にあたっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とし、落札価格に当該金額の10％に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）
をもって契約金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、契約を希望する見積金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。
⑹　提出された入札書は、引換え、変更又は取消しを認めないものとする。
⑺　競争参加資格確認通知書受領後に入札を辞退する場合は、入札書の提出期限までに入札辞退届を電子入
札システムにより提出すること。
⑻　提出期限までに入札書が電子入札システムに記録されない場合は、入札を辞退したものとみなす。
４　入札者に要求される事項
⑴　競争参加資格確認申請
　この入札の入札参加希望者は、競争参加資格確認申請書（様式第１号）及び納入実績等報告書を提出
し、審査を受けなければならない。審査の結果、競争入札参加資格を有する者と判断された入札者が提出
した入札書のみを落札決定の対象とする。
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⑵　競争参加資格確認申請書（様式第１号）及び納入実績等報告書の提出期限及び提出方法
令和４（2022）年８月１日（月）午後４時
上記期限までに電子入札システムにより提出すること。

⑶　審査結果の通知期限及び通知方法
令和４（2022）年８月４日（木）
上記期限までに電子入札システムにより通知する。

５　仕様書等に関する質問及びその回答
⑴　質問期限及び質問方法
令和４（2022）年７月20日（水）16時
上記期限までに電子入札システムにより質問すること。

⑵　質問及び回答の一斉公開期限及び公開方法
令和４（2022）年７月26日（火）
上記期限までに電子入札システム及び栃木県ホームページ上に公開する。

⑶　質問及び回答の一斉公開範囲
質問者に関する情報を除き、質問及び回答内容を全て公開する。

６　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨
⑵　入札保証金及び契約保証金　免除
⑶　入札の無効
ア　３の入札参加資格のない者の提出した入札書
イ　入札者に求められる義務を履行しなかった者の入札書
ウ　栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに掲げる入札に係る入
札書
エ　栃木県物品等電子調達実施要領（令和３（2021）年４月１日施行）第19条第１項から第２項までに掲
げる入札に係る入札書
オ　紙入札者の入札書で、提出期限までに指定した場所に到着しない入札書
⑷　落札者の決定方法
ア　栃木県財務規則第154条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有
効な入札を行った者を落札者とする。
イ　落札なるべき同価の入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより、落札者を決定するもの
とする。
ウ　落札者が契約担当者等の定める期日までに契約書の取り交わしを行わないときは、落札者の決定を取
り消すものとする。

⑸　最低制限価格の有無　無
⑹　契約書作成の要否　要
⑺　再入札
　入札は２回目までとする。１回目の入札が不調となった場合は、応札者に対し、再入札の実施について
電子入札システムにより通知する。入札参加希望者は県が指定する日時までに２回目の入札書を電子入札
システムにより提出する。なお、指定の日時までに入札書が電子入札システムに記録されない場合は、入
札を辞退したものとみなす。
　また、２回目の入札も不調となった場合は、最低入札価格提示者との協議に移行する。
⑻　開札結果の通知
　応札者に対し、落札者名及び落札金額を電子入札システムにより通知する。
⑼　その他
ア　入札の手続きに要する費用は、全て入札参加者の負担とする。
イ　その他　詳細は、入札説明書による。

７　Summary
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　⑴　Nature and quantity of the products to be purchased:
　　　The software license of Microsoft products for prefectural school, one set 
　⑵　Deadline for Bidding Documents:
　　　4:00 p.m., August 9, 2022
　⑶　Information is available at:
　　　Financial Affairs Section, School Facilities Division
　　　Tochigi Prefectural Board of Education
　　　1-1-20 Hanawada, Utsunomiya, Tochigi 320-8501 
　　　TEL 028-623-3374
　　　E-mail sisetsu@pref.tochigi.lg.jp

（教育委員会事務局施設課）　
───────────────────────────────────────────────


